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川原：社長の川原でございます。本日はお忙しいところ、クラレグループの決算説明会にご参加を

いただきまして、誠にありがとうございます。 

それでは、25 年度第 3 四半期の決算説明を始めさせていただきます。 

25 年度第 3 四半期における事業環境については、米国の関税政策などにより先行き不透明な状況

が続きました。日本経済は内需が底堅く推移したものの、外需の低迷により減速の兆しが見られま

した。米国経済は不確実性の高まりを背景に消費が停滞し、成長が鈍化しました。欧州経済は依然

として低成長が続きました。中国では政府の景気刺激策により下支えされてきた個人消費に陰りが

見られました。 

そのような環境の中で、当社の 25 年第 3 四半期累計の実績としては、売上高は前年同期比 214 億

円減の 5,934 億円。営業利益については、在庫評価差額のマイナス影響、販売数量の減少などによ

り、前年同期で 276 億円減の 464 億円。当期純利益は 238 億円減の 228 億円となりました。 

為替及び原燃料の実績は資料に示してある通りです。 
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このスライドでは、営業利益の増減要因の全社まとめを示しております。 

「原燃料・為替」は、原燃料価格の上昇などにより 43 億円の減益要因となりました。 

「その他」は、在庫評価差額のマイナス影響や販管費の増加などで 182 億円の減益要因となりま

した。 
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第 3 四半期までの業績及び足元の事業環境を踏まえ、本年 8 月に公表いたしました通期業績予想を

修正し、売上高につきましては前回公表より 300 億円減の 8,100 億円、営業利益は 150 億円減の

600 億円、経常利益は 160 億円減の 530 億円、当期純利益は 100 億円減の 230 億円としました。 

8 月時点では想定しきれていなかった事業環境の悪化、米国関税政策による間接的なマイナス影響

を業績予想に織り込みました。この内容について、次のスライドでご説明をいたします。 
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このスライドでは、本年 8 月予想比の営業利益の増減要因を示しております。 

「数量」によるマイナス影響が最も大きく、113 億円の減益要因となる見込みです。欧州経済の停

滞による販売数量下振れ、米国関税政策により、欧州市場に流入したアジア競合メーカー品との競

争の激化、先行き不透明感を背景とした一部顧客における購入時期の見直し、先送りなどの影響が

ありました。また、足元では米国市場が弱含んでおり、これらを十分に織り込み大きなマイナスを

見込みました。 

「売値・構成」は、メディカルが米国関税政策によるマイナス影響を受けるなどし、15 億円の減

益要因となりました。 

「その他」は、メタクリルが新潟事業所の渇水で定修後の設備立ち上げが遅れたことや、在庫評価

差額及び内部取引の利益消去の見直しなどにより 22 億円の減益要因となる見込みです。 

この結果、全体では 150 億円の減益を見込んでおります。 

セグメント別では、後ほど 21 ページ目以降にお示ししておりますとおり、ビニルアセテートセグ

メントで 80 億円、活性炭事業を含む機能材料セグメントで 45 億円、イソプレンセグメントで 20

億円のそれぞれ減益要因を見込んでおります。 

活性炭事業につきましては、足元では米国の関税政策により産業用途がマイナス影響を受けて大き

く減少していますけれども、米国の飲料水用途の需要は拡大しており、PFAS 用途を中心とした中

長期の成長ストーリーには大きな変化はないと考えております。拡大する需要の確実な取り込みを

図ってまいります。 
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本年 2 月に見直した当社の株主還元方針は、親会社の株主に帰属する当期純利益に対する総還元性

向 50%以上、1 株当たり配当金の維持・増額、自己株式取得については継続的実施を目指すという

こととしております。 

通期の業績予想は変更いたしましたが、年間の配当予想は変更せず、中間配当金は 27 円を実施済

み、期末配当金は 27 円を予定しており、年間配当金は 54 円となる見込みです。 

また、5 月に決定しました自己株式の取得は、10 月 6 日までに約 1,694 万株、約 300 億円の取得

を完了いたしました。 

加えて、本日開催の取締役会において自己株式 1,690 万株の消却を決定いたしました。この消却

は、本年 11 月 28 日付で実施予定です。なお、この 1,690 万株は消却前の発行済株式総数に対す

る割合では約 5.2%となります。当社は、今後も引き続き株主還元の充実を図ってまいります。 

続きまして、決算の詳しい内容について、藤原常務執行役員よりご説明申し上げます。 
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藤原：セグメント情報他、詳細についてご説明させていただきます。 

このスライドでは、各セグメントの売上高、営業利益の実績を前年同期との比較で示しておりま

す。ご覧のとおり、イソプレン、トレーディングのセグメントが増収増益となりましたが、それ以

外のセグメントは減収減益となりました。 
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ここからはセグメント別に事業の状況を説明いたします。 

最初はビニルアセテートセグメントです。 

当セグメントは前年対比で減収減益となりました。各事業の販売の状況は、スライドの右上のコメ

ントをご覧ください。 

営業利益は前年同期比で 220 億円減少しました。「数量」は、欧州経済の停滞等により、想定し

たほど販売数量が増えずに 51 億円の減益要因となりました。 

「原燃料・為替」は、原燃料価格の上昇などで 48 億円の減益要因となりました。「その他」は、

在庫評価差額によるマイナス影響などで 92 億円の減益要因となりました。 

以上のことから、セグメント全体で減益となりました。 
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イソプレンセグメントです。 

当セグメントは、前年対比で増収増益となりました。各事業の販売状況は同じく右側のコメントを

ご覧ください。 

「数量」は、タイ拠点の稼働が安定してきたことに加えて、当該拠点を活用した拡販が進んだこと

で、21 億円の増益要因となりました。 

セグメント全体の営業利益は 34 億円の増益となりましたが、冒頭川原から説明しましたとおり、

イソプレンケミカル、エラストマーが米国の関税政策の影響を受けております。事業環境が厳しさ

を増しておりますが、引き続き販売拡大、タイ拠点の有効活用を図っていきたいと思っておりま

す。 
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機能材料セグメントです。 

当セグメントは前年対比で減収減益となりました。各事業の販売の状況は、同じく右上のコメント

のとおりです。 

「数量」は、活性炭事業におきまして、前年同期比で販売数量は増加したものの、米国関税政策や

景気の先行き不透明から、一部の顧客において購入時期を見直す動きが見られております。 

飲料水用途はおおむね計画どおり推移しているものの、特に産業用途の落ち込みが大きく、想定数

量には届きませんでした。これも冒頭、川原から説明したとおり、欧米の顧客で相当景況感が悪化

しているのではないかと見ており、産業用途の落ち込みにつながったと考えております。 

一方、メタクリルについては、第 3 四半期からメタクリル酸メチル及び一部の川下製品の生産能力

を縮小しました。これに伴いまして販売数量が減少し、5 億円の減益要因となりました。 

「その他」については、活性炭事業において米国の寒波、あるいは生産トラブルによるマイナス影

響などがございました。メディカルでは拡販に向けたマーケティング強化による経費の増加があ

り、29 億円の減益要因となりました。 
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繊維セグメントです。当セグメントは前年対比で減収減益となりました。各事業の販売の状況は、

右上に記載のコメントをご覧ください。 

「売値・構成」については、ビニロン製品の値上げなどにより 5 億円の増益要因となりました。一

方で、在庫評価差額のマイナス影響などにより、「その他」はマイナス 12 億円の減益要因となり

ました。欧州経済の停滞や EV の在庫調整等による影響を受けまして、セグメント全体の営業利益

は 9 億円の減益となりました。 
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このスライドでは貸借対照表の資産の部を昨年 12 月末と比較しております。 

流動資産は 94 億円の増加となりました。金融機関が減少した一方で棚卸資産が 157 億円増加した

ことによるものです。 

一方、固定資産については、第３四半期に持分法適用の物流会社である岡山臨港の株式を譲渡した

ほか、兵庫県宝塚市中山台の不動産を売却したことなど、事業ポートフォリオの高度化を進めた結

果などにより、67 億円の減少となりました。 
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このスライドは貸借対照表の負債、純資産の部を示しております。 

負債は、借入金やコマーシャルペーパーの増加ということで 397 億円の増加となりました。 

一方、純資産は、自己株式の取得を進めたことや、為替影響で為替換算調整勘定が減少方向になっ

たことにより、369 億円の減少となりました。 

この結果、自己資本比率は昨年 12 月末に比べて 2.9%減少し、56.3%となりました。 
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このスライドでは、24 年度実績対比の営業利益予想の増減要因を示しております。 

25 年度はビニルアセテート関連事業が欧州経済の停滞等により販売数量が下振れたことなどで、

「数量」が 61 億円の減益要因となる見込みです。 

一方、「その他」は、在庫評価差額のマイナス影響などで 112 億円の減益要因となり、全体では

251 億円の減益を見込んでおります。 
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16 ページ目以降は、修正した業績予想のセグメント別比較、詳細計数情報となりますので、参考

までにご覧ください。 

以上で決算の説明を終わらせていただきます。ありがとうございました。 
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